
禁複製・転写

中小企業がM&Aした後の損失を積立てる税制の創設
（中小企業経営資源集約化税制の創設）

【目的】中小企業の経営資源の集約化による事業の再構築などにより、事業基盤を強化する。
【対象】中小企業 【期限】改正中小企業経営強化法の施行日から令和6年3月31日までに経営力向上計画の認定を受ける

◆ 株式等の取得価額が10億円を超える場合は制度の対象から除かれる。
◆ 準備金は、その株式等の全部又は一部を売却等した場合、株式の評価損を計

上した場合等には取り崩す。
◆ 対象となる中小企業者は、中小企業等経営強化法の中小企業者等であって、

租税特別措置法の中小企業者

70％以下を「中小企業事
業再編投資損失準備金」
として積み立て＝損金

【申請手続】
【税制優遇】「経営力向上計画」

の認定

経営資源集約化措置（仮称）が
記載された経営力向上計画の申請

本資料は令和2年12月10日「令和3年度税制改正大綱」に基づいて作成されており、
今後法令が検討される過程で内容が異なる可能性がございます。
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